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　高齢化率は、平成30年は26.7％、平成31年は
27.0％、今後も上昇すると予測されています。ま
た、生産年齢人口の割合も年々低下し、令和42年
には32.6％になり、高齢者1人を働き手1.6人で支
える状況になると予測されています。
（基準日：各年1月1日）

　平成30年度の自然動態は出生714人、死亡890
人で176人の自然減となり、平成28年度に出生と
死亡の人数差が逆転して以来、年々その差が広
がってきています。
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総
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課
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課
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従
来
の
総
合
計
画
は
、高
度
経
済
成
長

の
時
代
を
経
て
人
口
も
税
収
も
伸
び
て
い

く
中
、長
期
に
わ
た
り
総
合
的
か
つ
計
画

的
に
行
政
運
営
を
進
め
る
た
め
に
策
定
さ

れ
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、現
在
の
加
速
す

る
少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
社
会
、税
収

の
伸
び
が
不
透
明
な
社
会
経
済
情
勢
の
も

と
で
は
、市
政
全
般
を
網
羅
し
た
長
期
的

な
行
政
計
画
を
実
現
す
る
こ
と
が
困
難
に

な
っ
て
き
ま
し
た
。
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ま
で
の
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合
計
画

　
今
後
の
人
口
減
少
に
伴
い
起
こ
り
う
る

事
態
に
備
え
る
た
め
、こ
れ
ま
で
の
総
合

計
画
に
替
え
て
市
政
経
営
計
画
を
策
定
し

ま
し
た
。長
期
的
な
視
点
を
持
ち
つ
つ
喫

緊
の
課
題
に
も
対
応
で
き
る
よ
う
、施
策

の
選
択
と
集
中
に
よ
り
限
ら
れ
た
財
源
を

効
果
的
・
効
率
的
に
配
分
し
、次
世
代
に

負
担
を
か
け
な
い
持
続
可
能
な
市
政
経
営

の
指
針
と
し
て
い
ま
す
。
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こ
う
し
た
可
児
市
を
取
り
巻
く
状
況
を

踏
ま
え
、市
民
の
皆
さ
ん
の
生
活
を
守
り
、

誰
も
が
安
全
で
安
心
し
て
、元
気
に
楽
し

く
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た

め「
住
み
ご
こ
ち
一
番
・
可
児
」を
実
現
す

る
姿
と
し
て
引
き
続
き
設
定
し
、

•
高
齢
者
の
安
気
づ
く
り

•
子
育
て
世
代
の
安
心
づ
く
り

•
地
域
・
経
済
の
元
気
づ
く
り

•
ま
ち
の
安
全
づ
く
り

の
４
つ
の
重
点
方
針
を
柱
に
市
政
の
経
営

を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　
令
和
２
〜
５
年
度
は
、将
来
の
収
入
に

繋
が
る
施
策
、観
光
交
流
に
繋
が
る
地
域

資
源
の
磨
き
上
げ
や
掘
り
起
し
を
行
う

「
地
域
・
経
済
の
元
気
づ
く
り
」を
最
重
点

方
針
と
し
、「
企
業
誘
致
」と「
観
光
振
興
」

を
最
重
点
施
策
と
し
て
進
め
て
い
き
ま

す
。 実

現
す
る
姿
と
重
点
方
針

可児市を取 り巻く状況

長期的には少子高齢化・人口減少
　平成20年のリーマンショックの影響による景
気後退以後続いていた外国籍人口の転出超過は平
成27年以後転入超過に転じ、それにより近年の人
口は微増となっています。こうした背景には、製造
業を中心とした大規模工業団地があることや、外
国籍児童生徒への生活・学習支援などの環境が充
実（直近５年の高校進学率は80％前後と高い水
準）していることが考えられます。

外国籍人口が増加 出生と死亡の差が拡大

自然動態の推移外国籍人口と外国籍児童生徒数の推移

　国の施策などで社会保障費が近年増加してお
り、今後は高齢化が加速するためさらなる増加が
予測されています。
　また、昭和40年代後半からの人口急増により建
造した公共施設の改修・維持費用などで経費の増
加も見込まれています。

社会保障費・施設維持費の増加

社会保障費の推移（決算額） 年齢別人口の推計値（国勢調査ベース）

3 広報かに 2020.4 2広報かに 2020.4
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